
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】

複数の 機器に対して、 を送信する送信装置
であって、

制御 を ルー
ル するルール生成手段と、
前記ルール生成手段で し ール 信する送信手段と
を備えたことを特徴とする送信装置。
【請求項２】

ことを特徴とする請求項１記載の送信装置。
【請求項３】

ことを特徴とする請求項１又は２
に記載の送信装置。
【請求項４】

複数の 機器 制御 を受信する受信装置であって、
ルー

ルを受信す 信手段と、
前 信手段で受信されたルールを記憶するルール記憶手段と、
前記ルール記憶手段で記憶されているルールから、
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機種の異なる 調理 前記調理機器を制御する情報

複数の前記機種毎に対応付けられたそれぞれの 情報 一まとめにした情報である
を生成

生成 たル を送

前記調理機器は機種により加熱能力が異なり、前記制御情報は、前記加熱能力に応じて異
なる

前記制御情報は、前記調理機器で用いる調理方法である

機種の異なる 調理 を する情報
複数の前記機種毎に対応付けられたそれぞれの制御情報を一まとめにした情報である

る受
記受

制御すべき調理機器の機種に応じた制



を選択 手段と
を備えたことを特徴とする受信装置。
【請求項５】

受信装置。
【請求項６】

受信装置。
【請求項７】

６記載の受信装置。
【請求項８】

請求項４ に記載の 。
【請求項９】

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、例えば制御情報の送信に利用可能 信装置、 信装 関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、コンビニエンスストアーが急増しており、豊富なメニューの中から、その場で、電
子レンジで暖めたり、空揚げを作ったりという様な簡単な調理をして販売するというサー
ビスを提供している。
【０００３】
この様な状況下で、フランチャイズ制のコンビニエンスストアー等では、調理方法の画一
化による商品品質の均一化と、調理作業の効率化をはかるため、センターの管理下にある
サーバから、各店の端末装置に対して、各メニューについての調理方法を情報として送る
方法が考えられている。即ち、カレーライス弁当であれば、８００Ｗ調理用レンジで４５
秒間暖めるとか、あるいは、フライドポテトであれば、８００Ｗ調理用レンジで２０秒間
暖めるという様な調理方法である。この様な調理方法の情報は、一旦端末で受信して、メ
モリに蓄えられる。コンビニエンスストアーの従業者は、必要に応じてこの調理情報をプ
リントアウトして利用するものである。
【０００４】
これらの情報の提供の手段としては、インターネットのＷＷＷ情報の利用も考えられてい
る。即ち、インターネットのＷＷＷ情報においては、コンテンツを保有するサーバに対し
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御情報 し、前記選択された制御情報に基づき当該調理機器を制御する制御

機種の異なる複数の調理機器を制御する情報を受信する受信装置であって、
複数の前記機種毎に対応付けられたそれぞれの制御情報を一まとめにした情報であるルー
ルを受信する受信手段と、
前記受信手段で受信されたルールを記憶するルール記憶手段と、
前記ルール記憶手段で記憶されているルールから、前記機種に応じた制御情報を選択し、
前記選択された制御情報を外部記憶媒体に記憶する書き込み手段と
を備えたことを特徴とする

機種の異なる複数の調理機器を制御する情報を受信する受信装置であって、
複数の前記機種毎に対応付けられたそれぞれの制御情報を一まとめにした情報であるルー
ルを受信する受信手段と、
前記受信手段で受信されたルールを記憶するルール記憶手段と、
前記ルール記憶手段で記憶されているルールから、前記機種に応じた制御情報を選択し、
前記調理機器の記録媒体に対する前記選択された制御情報の書き込みを制御する書き込み
制御手段と
を備えたことを特徴とする

前記受信装置が前記調理機器に接続されており、前記書き込み制御手段は、前記記憶され
ているルールから、接続されている前記調理機器の機種に応じた制御情報を選択すること
を特徴とする請求項

前記調理機器は機種により加熱能力が異なり、前記制御情報は、前記加熱能力に応じて異
なることを特徴とする から７の何れか 受信装置

前記制御情報は、前記調理機器で用いる調理方法であることを特徴とする請求項４から８
の何れかに記載の受信装置。

な、送 及び受 置に



て、ネットワークに接続されている情報端末においてブラウザーソフトがあれば、各情報
端末において簡単にコンテンツを閲覧することができる。従って、国内にとどまらず、世
界的な規模のチェーン店でもこのような情報の提供が簡単に出来る。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、上記の様な調理方法の提供においては、例えば、各店に設けられている調理用電
子レンジは、その店の規模などによって、調理機能や能力の異なる場合があり、サーバか
ら送られてくる調理方法をそのまま使用できない場合もある。即ち、５００Ｗの調理用レ
ンジしか備えていない店では、上記の様に、カレーライス弁当であれば、８００Ｗ調理用
レンジで４５秒間暖めるという情報を基にして、５００Ｗ調理用レンジでは、１分暖める
という様に適当に変更して使用しなければならない。商品の移り変わりが激しく、商品の
種類も豊富になると、この様な変更作業は従業員への負担となり、又、各店によって商品
品質（即ち、制御結果としての食品の味等の品質）がばらつくという課題が考えられる。
即ち、従来までのネットワークに接続されている情報機器間のやりとりは、送信側の端末
において作成したコンテンツを、受信側の端末において閲覧するだけであり、端末に応じ
て変更しなければならない制御情報等を通信することはない。そのため、受信側のハード
ウエア環境や状況に応じて実行する内容や情報を変更することができない。よって、ハー
ドウエア環境や制御対象に応じて、上記制御情報を変更しなければならない場合には、上
記のような欠点が生じてしまう。
【０００６】
本発明は、このような従来の課題を考慮し、情報受信端末側での受信情報の変更の負担を
軽減することが出来き、又、制御結果のばらつきを低減出来るデータ送信装置、データ受
信装置、ルール通信装置およびルール通信方法を提供することを目的とする。
【０００７】
【課題を解決するための手段】

本発明は、 複数の 機器に対して、 を
送信する送信装置であって、

制御 を ルー
ル するルール生成手段と、
前記ルール生成手段で し ール 信する送信手段とを備えた送信装置である。
【０００８】
又、 本発明は、

の送信装置。
【０００９】
又、 本発明は、

の送信装置である。
【００１０】
又、 本発明は、 複数の 機器 制御 を受信する受信装置で
あって、

ルー
ルを受信す 信手段と、
前 信手段で受信されたルールを記憶するルール記憶手段と、
前記ルール記憶手段で記憶されているルールから、

を選択 手段とを
備えた受信装置である。
【００１１】
又、 本発明は、
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第１の 機種の異なる 調理 前記調理機器を制御する情報

複数の前記機種毎に対応付けられたそれぞれの 情報 一まとめにした情報である
を生成

生成 たル を送

第２の 前記調理機器は機種により加熱能力が異なり、前記制御情報は、前
記加熱能力に応じて異なる上記第１の本発明

第３の 前記制御情報は、前記調理機器で用いる調理方法である上記第１又
は第２の本発明

第４の 機種の異なる 調理 を する情報

複数の前記機種毎に対応付けられたそれぞれの制御情報を一まとめにした情報である
る受

記受
制御すべき調理機器の機種に応じた制

御情報 し、前記選択された制御情報に基づき当該調理機器を制御する制御

第５の 機種の異なる複数の調理機器を制御する情報を受信する受信装置で
あって、
複数の前記機種毎に対応付けられたそれぞれの制御情報を一まとめにした情報であるルー
ルを受信する受信手段と、



受信装置であ
る。
【００１２】
又、 本発明は、

受信装置である。
【００１３】
又、 本発明は、

の受信装置である。
【００１４】
又、 本発明は、

【００１５】

【００１８】
これにより、例えば、データ受信装置では、制御対象装置に対応した制御情報を選択出来
る。
【００１９】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態について、図を用いて説明する。
（実施の形態１）
図１は、本発明にかかる一実施の形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図を
用いて、本実施の形態について説明する。
【００２０】
まず、本実施の形態の概要を述べる。
【００２１】
送信側から、複数の受信端末からなる受信側に対して、制御情報を通信する場合、受信側
の各端末に備えられている各制御機能に応じた制御情報を送信しないと、各受信端末では
、その受信した制御情報をそのまま利用することができないことは既に述べた通りである
。
【００２２】
例えば、コンビニエンスストアやファミリーレストランにおいて、新たな冷凍食品が開発
された場合に、その冷凍食品を解凍し、調理するのに使用される電子レンジに対する制御
情報は、利用する電子レンジによって、その制御情報が異なる。具体的には、５００Ｗ用
の電子レンジと８００Ｗ用の電子レンジでは、同一の食品を料理する場合でも、制御情報
が異なる。更には、スチーム機能がついた電子レンジについては、スチームの制御情報を
考慮した制御情報までが必要となる。電子レンジの機能に関しては、各店毎に異なる場合
もあるが、同一店内であっても、複数種類の電子レンジを備えていることが多い。そのた
め、本実施の形態では、送信側のサーバから全店に、各機種に応じた制御情報を複数種類
送信するものである。この場合、各制御情報には、どの種類の電子レンジ用の情報である
かを識別するための識別情報が、ＩＦ文の形で記されている（図４では、符号４００１ａ
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前記受信手段で受信されたルールを記憶するルール記憶手段と、
前記ルール記憶手段で記憶されているルールから、前記機種に応じた制御情報を選択し、
前記選択された制御情報を外部記憶媒体に記憶する書き込み手段とを備えた

第６の 機種の異なる複数の調理機器を制御する情報を受信する受信装置で
あって、
複数の前記機種毎に対応付けられたそれぞれの制御情報を一まとめにした情報であるルー
ルを受信する受信手段と、
前記受信手段で受信されたルールを記憶するルール記憶手段と、
前記ルール記憶手段で記憶されているルールから、前記機種に応じた制御情報を選択し、
前記調理機器の記録媒体に対する前記選択された制御情報の書き込みを制御する書き込み
制御手段とを備えた

第７の 前記受信装置が前記調理機器に接続されており、前記書き込み制御
手段は、前記記憶されているルールから、接続されている前記調理機器の機種に応じた制
御情報を選択する上記第６の本発明

第８の 前記調理機器は機種により加熱能力が異なり、前記制御情報は、前
記加熱能力に応じて異なる上記第４から第７の何れかの本発明の受信装置である。

又、第９の本発明は、前記制御情報は、前記調理機器で用いる調理方法である上記第４か
ら第８の何れかの本発明の受信装置である。



，４００１ｂを付した）。
【００２３】
即ち、各機種に応じた制御情報を、ＩＦ・Ｔｈｅｎ形式のルールで表現してあるので、受
信側においては、送信されてきた制御情報から、ＩＦ文を参照することにより必要な制御
情報のみを選択出来る。
【００２４】
これにより、各機種に応じた制御情報により調理することが可能となる。
【００２５】
次に、図１を参照しながら、本実施の形態の構成について述べる。
【００２６】
図１において、１０１はルールを生成するルール生成手段、１０２はルール生成手段１０
１で生成されたルールをデータに変換して送信するデータ送信手段である。これらにより
送信装置１５１が構成されている。又、１０３はデータ送信手段１０２で送信されたデー
タを受信するデータ受信手段、１０４はデータ受信手段１０３で受信したデータをルール
に変換するルール変換手段、１０５はルール変換手段１０４で変換されたルールを記憶す
るルール記憶手段、１０６はルール記憶手段１０５で記憶されているルールによって、電
子レンジなどの制御対象装置（図示省略）を制御する制御手段である。これらにより、受
信装置１５２が構成されている。本実施の形態のルール通信装置は、上記送信装置１５１
及び受信装置１５２から構成されている。ここで、本発明のデータ送信装置は、送信装置
１５１に対応し、又、本発明のデータ受信装置は、受信装置１５２に対応する。又、制御
手段１０６は、本発明のルール選定手段を含む手段である。
【００２７】
次に、以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図２に示す。
【００２８】
図２は、基本的に通信を行う汎用の計算機システムの構成と同じであり、図１で示したシ
ステム構成部分として説明した、ルール記憶手段１０５、制御手段１０６を備えている。
図２の構成のうち、図１のシステム構成と同じ部分に関しては、同一番号を付与し説明を
省略する。図２において、２０１は処理のプログラムやデータを実行時に記憶する主記憶
装置、２０２はプログラムやデータを蓄積しておく外部記憶装置、２０３は外部記憶装置
２０２に記憶されているプログラムを主記憶装置２０１に転送し実行するＣＰＵ、２０４
は外部のネットワークと接続することができるモデム、２０５は制御手段１０６により制
御対象装置（これを単に、機器あるいは、制御機器と呼ぶこともある）を制御する制御装
置である。
【００２９】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図３のフローチャートに沿って説明する
と共に、本発明のルール通信方法の一実施の形態についても併せて述べる。
（ステップＡ１）
ルール生成手段１０１において、送信者側でルールを編集する。例えば、調理装置を制御
するためのルールとして、図４に示すルールを作成・編集したとする。
（ステップＡ２）
データ送信手段１０２において、ルール生成手段１０１で作成されたルールを受信側で解
釈できる形式に編集しなおし送信する。例えば、（ステップＡ１）で作成された図４のル
ールを図５に示すテキスト形式のデータに変換する。
（ステップＡ３）
データ受信手段１０３において、（ステップＡ２）で送信されたテキスト形式の内容をデ
ータ受信側において受信する。本例では、図５のテキストの内容が受信される。
（ステップＡ４）
ルール変換手段１０４において、（ステップＡ３）で受信した内容をルールに変換する。
ここでは、送信側のルール生成手段１０１において生成された図４のルールに変換される
。
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（ステップＡ５）
（ステップＡ４）で変換されたルールから１つのルールを選択し、ルール記憶手段１０５
に入力し記憶させる。
（ステップＡ６）
記憶させるルールが最後のルールでない場合には、（ステップＡ５）に戻る。それ以外は
、次のステップへすすむ。この結果、図４のルールがルール記憶手段１０５で記憶される
。
（ステップＡ７）
制御手段１０６で制御対象装置を制御する場合に、ルール記憶手段１０５で記憶されてい
るルールを参照しながら、その制御対象装置の制御を行う。
【００３０】
例えば、制御対象となる装置が８００Ｗの電子レンジであり、使用者により「ハンバーグ
」の食材の調理方法として、あたため調理が選択された場合について述べる。
【００３１】
即ち、この場合、制御手段１０６が、ルール記憶手段１０５に記憶されている図４に示す
複数種類の調理方法（ルールに対応）の中から、ＩＦ文の部分を読み出して、８００Ｗ用
電子レンジに対応する調理方法のみの探す。そして、その中から、更に「ハンバーグ」の
調理方法を選び出す。ここでは、図４に示す通り、「あたため　３０秒　５００Ｗ　焼く
　１００秒　８００Ｗ」が選び出されて、電子レンジやオーブン等の制御対象装置を制御
する。
【００３２】
以上のアルゴリズムを動作させた結果、調理する食材や対象に応じて制御対象装置の制御
を変更することができる。さらに、変更する制御内容を遠隔地にいる送信者側で設定する
ことができる。これにより、制御装置がある場所に行かなくても制御対象装置の制御内容
を対象に応じて変更することができる。
【００３３】
又、上記実施の形態では、識別情報としてＩＦ文を用いる場合について述べたが、これに
限らず例えば、ＩＦ文の代わりに、単に、各制御対象装置に応じた識別番号を付しても良
い。
【００３４】
尚、制御手段１０６は、上述の様に制御対象装置の外部にあっても良いし、あるいは、制
御対象装置に内蔵されていても良い。
（実施の形態２）
図６は、本発明にかかる一実施の形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図を
用いて、本実施の形態について説明する。図６において、６０１はルールを生成するルー
ル生成手段、６０２はルール生成手段６０１で生成されたルールをＤＴＭＦに変換して送
信するＤＴＭＦ送信手段である。これらにより送信装置６５１が構成されている。又、６
０３はＤＴＭＦ送信手段６０２で送信されたＤＴＭＦ信号を受信するＤＴＭＦ受信手段、
６０４はデータ受信手段６０３で受信したデータをルールに変換するルール変換手段、６
０５はルール変換手段６０４で変換されたルールを記憶するルール記憶手段、６０６はル
ール記憶手段６０５で記憶されているルールによって制御する制御手段である。これらに
より受信装置６５２が構成されている。
【００３５】
尚、本実施の形態と実施の形態１との主な違いは、送信されるルールがＤＴＭＦ信号に変
換されている点である。
【００３６】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図７に示す。図７は、
通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じであり、図６で示したシステム構
成部分として説明した、ルール記憶手段６０５、制御手段６０６を備えている。図７の構
成のうち、図６のシステム構成と同じ部分に関しては、同一番号を付与し説明を省略する
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。図７において、７０１は処理のプログラムやデータを実行時に記憶する主記憶装置、７
０２はプログラムやデータを蓄積しておく外部記憶装置、７０３は外部記憶装置７０２に
記憶されているプログラムを主記憶装置７０１に転送し実行するＣＰＵ、７０４は外部の
ネットワークと接続することができるモデム、７０５は制御手段６０６により機器を制御
する制御装置である。
【００３７】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図８のフローチャートに沿って説明する
と共に、本発明のルール通信方法の一実施の形態についても併せて述べる。
（ステップＢ１）
（ステップＡ１）と同様の処理を行う。
（ステップＢ２）
ＤＴＭＦ送信手段６０２において、ルール生成手段６０１において作成されたルールを受
信側で解釈できる形式に編集しなおし送信する。例えば、（ステップＢ１）で作成された
図４のルールを、ルールとＤＴＭＦの対応を示す図９のテーブルを参照し変換する。「３
０秒」「５００Ｗ」は「＊０３０」「＊５００」のＤＴＭＦ信号にそれぞれ変換する。そ
の結果、図１０のＤＴＭＦ信号に変換される。変換された内容をＤＴＭＦ信号で送信する
。
（ステップＢ３）
ＤＴＭＦ受信手段６０３において、（ステップＢ２）で送信されたＤＴＭＦ信号の内容を
データ受信側において受信する。本例では、図１０のＤＴＭＦ信号が受信される。
（ステップＢ４）
ルール変換手段６０４において、（ステップＢ３）で受信した内容をルールに変換する。
ここでは、図９に示した送信側で利用するテーブルを受信側でもあらかじめ保有し、その
テーブルを用いて図４のルールに変換される。
【００３８】
（ステップＢ５）から（ステップＢ７）は、（ステップＡ５）から（ステップＡ７）と同
様の処理を行う。
【００３９】
以上のアルゴリズムを動作させた結果、調理する食材や対象に応じて機器の制御を変更す
ることができる。さらに、変更する制御内容を遠隔地にいる送信者側で設定することがで
きる。また、ＤＴＭＦ信号を利用しているため、一般に利用されているプッシュ回線の電
話機から機器の制御の内容を変更することができる。これにより、制御装置がある場所に
行かなくても機器の制御内容を対象に応じて変更することができる。
（実施の形態３）
図１１は、本発明にかかる一実施の形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図
を用いて、本実施の形態について説明する。
【００４０】
図１１において、１１０１はルールを生成するルール生成手段、１１０２はルール生成手
段１１０１で生成されたルールをデータに変換して送信するデータ送信手段である。これ
らにより送信装置１１５１が構成されている。又、１１０３はデータ送信手段１１０２で
送信されたデータを受信するデータ受信手段、１１０４はデータ受信手段１１０３で受信
したデータをルールに変換するルール変換手段、１１０５はルール変換手段１１０４で変
換されたルールを記憶するルール記憶手段、１１０７はデータを記憶するＩＣカードなど
のデータ記憶手段、１１０６はルール記憶手段１１０５で記憶されているルールに基づい
てデータ記憶手段１１０７にデータを書き込むデータ書き込み手段である。これらにより
受信装置１１５２が構成されている。尚、本発明のルール選定手段は、データ書き込み手
段１１０６を含む制御装置１２０５に対応する手段である。
【００４１】
ここで、本実施の形態の概要を述べる。
【００４２】
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本実施の形態は、上述した実施の形態１の変形例である。即ち、実施の形態１では、制御
装置２０５（制御手段１０６を内蔵）が、各制御対象装置と直接的に接続されていた。し
かし、送信装置側からのデータを受信するための電話回線などの回線端子と、各制御対象
装置との設置場所が物理的に離れているために、直接接続が困難な場合がある。本実施の
形態は、この様な場合に対応させたものである。
【００４３】
電子レンジ等の制御機器においては、ＩＣカード等の取り外しが可能な記憶媒体に、制御
内容を記憶させ、その記憶媒体を制御機器に接続することにより制御を行うことがある。
そこで、本実施の形態では、ＩＣカードなどの記憶媒体（データ記憶手段１１０７）に、
送信装置側から送られてきた制御情報を記憶させるための装置（データ書き込み手段１１
０６）を提供することにより、制御機器に応じた制御情報を送受信する装置を実現するも
のである。
【００４４】
本実施の形態においては、データ書き込み手段１１０６を利用して、ルール記憶手段１１
０５と、制御情報を記憶するＩＣカード等のデータ記憶手段１１０７とを接続するもので
ある。データ書き込み手段１１０６により、ＩＣカードには、そのＩＣカードが利用出来
る機器に関する情報のみが、ルール記憶手段１１０５の複数種類の情報から、上記実施の
形態１と同様にＩＦ文を利用して選択されて、記憶される。そして、このＩＣカード（デ
ータ記憶手段の媒体）を、対応する制御対象装置に接続することにより、各制御対象装置
に応じた制御が実行できる。
【００４５】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図１２に示す。図１２
は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じであり、図１１で示したシス
テム構成部分として説明した、ルール記憶手段１１０５、データ書き込み手段１１０６を
備えている。図１２の構成のうち、図１１のシステム構成と同じ部分に関しては、同一番
号を付与し説明を省略する。図１２において、１２０１は処理のプログラムやデータを実
行時に記憶する主記憶装置、１２０２はプログラムやデータを蓄積しておく外部記憶装置
、１２０３は外部記憶装置１２０２に記憶されているプログラムを主記憶装置１２０１に
転送し実行するＣＰＵ、１２０４は外部のネットワークと接続することができるモデム、
１２０５はデータ書き込み手段１１０６によりデータを書き込みを制御する制御装置であ
る。
【００４６】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図１３のフローチャートに沿って説明す
ると共に、本発明のルール通信方法の一実施の形態についても併せて述べる。
（ステップＣ１）
ルール生成手段１１０１において、送信者側でルールを編集する。例えば、データの書き
込む内容に関するルールとして、図１４に示すルールを作成・編集したとする。
（ステップＣ２）
データ送信手段１１０２において、ルール生成手段１１０１で作成されたルールを受信側
で解釈できる形式に編集しなおし送信する。
（ステップＣ３）
データ受信手段１１０３において、（ステップＣ２）で送信されたテキスト形式の内容を
データ受信側において受信する。
（ステップＣ４）
ルール変換手段１１０４において、（ステップＣ３）で受信した内容をルールに変換する
。ここでは、送信側のルール生成手段１１０１において生成された図１４のルールに変換
される。
（ステップＣ５）
（ステップＣ４）で変換されたルールから１つのルールを選択し、ルール記憶手段１１０
５に入力し記憶させる。
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（ステップＣ６）
記憶させるルールが最後のルールでない場合には、（ステップＣ５）に戻る。それ以外は
、次のステップへすすむ。
（ステップＣ７）
例えば、機器の制御情報が記憶されているＩＣカード（データ記憶手段１１０７に対応）
が、データ書き込み手段１１０６に挿入された場合に、ルール記憶手段１１０５で記憶さ
れているルールに基づいて、データをカードに書き込む。このとき、機器制御用の各ＩＣ
カードに制御する機器に応じてＴＹＰＥ１、ＴＹＰＥ２等の情報がＩＣカードに記憶され
ていると、そのＴＹＰＥに応じてカードに書き込まれる内容を選択することができる。す
なわち、制御される機器に応じて制御情報を選択することができる。
【００４７】
以上のアルゴリズムを動作させた結果、ＩＣカード等の外部記憶媒体を用いて機器を制御
する場合に、カードのタイプに応じてデータの書き込み内容を記述することができるため
、ＩＣカード等の外部記憶媒体で機器を制御しなければいけないユーザでも、カードのタ
イプを意識することなく本装置が自動判別してデータを書き込ませることができる。
【００４８】
なお、本実施の形態では、データ送信手段とデータ受信手段を用いてデータの送受信を行
ったが、各手段をＤＴＭＦ送信手段とＤＴＭＦ受信手段に変更し、ＤＴＭＦ信号により情
報の送受信を行ってもよい。
（実施の形態４）
図１５は、本発明にかかる一実施の形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図
を用いて、本実施の形態について説明する。
【００４９】
まず、本実施の形態の概要を述べる。
【００５０】
本実施の形態は、上述した実施の形態１の変形例である。即ち、送信側から受信側に対し
て、制御情報を通信する場合、過去に送信した内容と類似した内容を送信することがある
。この場合、過去に送信した制御情報を受信側で記憶しておくことにより、送信する制御
情報を削減し、通信コストを軽減することが出来る。そこで、本実施の形態は、このよう
な場合に対応させたものである。
【００５１】
次に、図１５を参照しながら、本実施の形態の構成を述べる。
【００５２】
図１５において、１５０１はルールを生成するルール生成手段、１５０２はルールの実行
内容を生成する実行内容生成手段、１５０３はルールと実行内容をデータに変換して送信
するデータ送信手段である。これらにより送信装置１５５１が構成されている。又、１５
０４はデータ送信手段１５０３で送信されたデータを受信するデータ受信手段、１５０５
はデータ受信手段１５０３で受信したデータをルールと実行内容に変換するルール・実行
内容変換手段、１５０６はルール・実行内容変換手段１５０５で変換されたルールを記憶
するルール記憶手段、１５０７はルール・実行内容変換手段１５０５で変換された実行内
容を記憶する実行内容記憶手段、１５０８はルール記憶手段１５０６で記憶されているル
ールと実行内容記憶手段１５０７で記憶されている実行内容を用いて制御する制御手段で
ある。これらにより受信装置１５５２が構成されている。
【００５３】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図１６に示す。図１６
は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じであり、図１５で示したシス
テム構成部分として説明した、ルール記憶手段１５０６、実行内容記憶手段１５０７、制
御手段１５０８を備えている。図１６の構成のうち、図１５のシステム構成と同じ部分に
関しては、同一番号を付与し説明を省略する。図１６において、１６０１は処理のプログ
ラムやデータを実行時に記憶する主記憶装置、１６０２はプログラムやデータを蓄積して
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おく外部記憶装置、１６０３は外部記憶装置１６０２に記憶されているプログラムを主記
憶装置１６０１に転送し実行するＣＰＵ、１６０４は外部のネットワークと接続すること
ができるモデム、１６０５は制御手段１５０７により機器を制御する制御装置である。
【００５４】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図１７のフローチャートに沿って説明す
ると共に、本発明のルール通信方法の一実施の形態についても併せて述べる。
（ステップＤ１）
ルール生成手段１５０１と実行内容生成手段１５０２において、送信者側でルールと実行
内容をそれぞれ編集する。例えば、調理装置を制御するためのルールとして、図１８に示
すルールとその実行内容を作成・編集したとする。図１８では、「フライドポテト」の調
理方法に関するルール１８０１と、その調理方法の実行内容１８０２を示している。
（ステップＤ２）
データ送信手段１５０３において、ルール生成手段１５０１で生成されたルールと実行内
容生成手段１５０２で生成された実行内容を受信側で解釈できる形式に編集しなおし送信
する。
（ステップＤ３）
データ受信手段１５０４において、（ステップＤ２）で送信された内容をデータ受信側に
おいて受信する。
（ステップＤ４）
ルール・実行内容変換手段１５０５において、（ステップＤ３）で受信した内容をルール
と実行内容に変換する。ここでは、送信側において生成された図１８のルールと実行内容
に変換される。
（ステップＤ５）
（ステップＤ４）で変換されたルールから１つのルールを選択し、ルール記憶手段１５０
６に入力し記憶させる。
（ステップＤ６）
記憶させるルールが最後のルールでない場合には、（ステップＤ５）に戻る。それ以外は
、次のステップへすすむ。
（ステップＤ７）
（ステップＤ４）で変換された実行内容から１つの実行内容を選択し、実行内容記憶手段
１５０７に入力し記憶させる。
（ステップＤ８）
記憶させる実行内容が最後の実行内容でない場合には、（ステップＤ７）に戻る。それ以
外は、次のステップへすすむ。
（ステップＤ９）
制御手段１５０８で機器を制御する場合に、ルール記憶手段１５０６と実行内容記憶手段
１５０７で記憶されているルール（図１８では、符号１８０１を付した）と実行内容（図
１８では、符号１８０２を付した）を参照しながら機器の制御を行う。これにより、調理
する対象に応じて調理機器を制御することができる。さらに、機器制御情報の送信者は、
次回以降「フライドポテト」と同じ調理方法（ｎｏｒｍａｌ＃ｈｅａｔｕｐ）の手順を指
定する場合には、すでに受信側の実行内容記憶手段において、「ｎｏｒｍａｌ＃ｈｅａｔ
ｕｐ」についての具体的な実行動作内容を記憶しているため、ルールとしての「ｎｏｒｍ
ａｌ＃ｈｅａｔｕｐ」だけを指定すればよい。
【００５５】
以上のアルゴリズムを動作させた結果、調理する食材や対象に応じて機器の制御を変更す
ることができる。さらに、変更する制御内容を遠隔地にいる送信者側で設定することがで
きる。これにより、制御装置がある場所に行かなくても機器の制御内容を対象に応じて変
更することができる。さらに、複雑な制御動作に関しては、以前に送信した制御内容を利
用することができるため、同じ制御内容を再度送信する必要がないため、データ送受信の
コストを削減できる。
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【００５６】
なお、本実施の形態では、データ送信手段とデータ受信手段を用いてデータの送受信を行
ったが、各手段をＤＴＭＦ送信手段とＤＴＭＦ受信手段に変更し、ＤＴＭＦ信号により情
報の送受信を行ってもよい。
（実施の形態５）
図１９は、本発明にかかる一実施の形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図
を用いて、本実施の形態について説明する。図１９において、１９０１はルールの編集内
容を生成するルール編集内容生成手段、１９０２はルール編集内容生成手段１９０１で生
成されたルールの編集内容をデータに変換して送信するデータ送信手段である。これらに
より送信装置１９５１が構成されている。又、１９０３はデータ送信手段１９０２で送信
されたデータを受信するデータ受信手段、１９０４はデータ受信手段１９０３で受信した
データをルールの編集内容に変換するルール編集内容変換手段、１９０５はルール編集内
容変換手段１９０４で変換されたルールの編集内容を記憶するルール編集内容記憶手段、
１９０７はルールを記憶するルール記憶手段、１９０６はルール編集内容記憶手段１９０
５で記憶されているルールの編集内容に基づいてルール記憶手段１９０７で記憶されてい
るルールを編集するルール編集手段である。これらにより受信装置１９５２が構成されて
いる。
【００５７】
尚、本実施の形態では、上記実施の形態１で述べた、ルール記憶手段に蓄積されている調
理方法を更新する場合の例である。
【００５８】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図２０に示す。図２０
は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じであり、図１９で示したシス
テム構成部分として説明した、編集内容記憶手段１９０５、ルール記憶手段１９０７を備
えている。図２０の構成のうち、図１９のシステム構成と同じ部分に関しては、同一番号
を付与し説明を省略する。図２０において、２００１は処理のプログラムやデータを実行
時に記憶する主記憶装置、２００２はプログラムやデータを蓄積しておく外部記憶装置、
２００３は外部記憶装置２００２に記憶されているプログラムを主記憶装置２００１に転
送し実行するＣＰＵ、２００４は外部のネットワークと接続することができるモデムであ
る。
【００５９】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図２１のフローチャートに沿って説明す
ると共に、本発明のルール通信方法の一実施の形態についても併せて述べる。
（ステップＥ１）
ルール編集内容生成手段１９０１において、送信者側でルールの編集内容を編集する。例
えば、調理装置を制御するためのルールの編集内容として、図２２に示すルールを作成し
たとする。図２２に示す内容は、データ受信側の制御装置において、従来まで３０秒５０
０Ｗの強さで調理していたものを、調理時間を５秒間短縮し２５秒５００Ｗで、さらにス
チームを入れて調理するように変更することを意味している。
（ステップＥ２）
データ送信手段１９０２において、ルール編集内容生成手段１９０１で作成されたルール
を受信側で解釈できる形式に編集しなおし送信する。
（ステップＥ３）
データ受信手段１９０３において、（ステップＥ２）で送信された内容をデータ受信側に
おいて受信する。
（ステップＥ４）
ルール編集内容変換手段１９０４において、（ステップＥ３）で受信した内容をルールに
変換する。ここでは、送信側のルール編集内容生成手段１９０１において生成された図２
２の内容に変換される。
（ステップＥ５）
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（ステップＥ４）で変換されたルール編集内容を編集内容記憶手段１９０５に入力し記憶
させる。
（ステップＥ６）
ルール記憶手段１９０７で記憶されている機器を制御するためのルールの内容を編集内容
記憶手段１９０５の内容に基づいて修正する。例えば、図４の内容の調理方法の制御ルー
ルがルール記憶手段１９０７に記憶されていた場合、図２２の編集内容により、図２３の
調理方法の制御ルールに変更される。
【００６０】
以上のアルゴリズムを動作させた結果、調理する食材や対象に応じて機器の制御を変更す
ることができる。さらに、変更する制御内容を遠隔地にいる送信者側で設定することがで
きる。これにより、制御装置がある場所に行かなくても機器の制御内容を対象に応じて変
更することができる。さらに、受信側の機器に記憶されているルールの変更部分のみを送
信側で修正することができる。これにより、間違った制御内容を送信した場合にも、送信
側で簡単に修正することができる。
【００６１】
なお、本実施の形態では、データ送信手段とデータ受信手段を用いてデータの送受信を行
ったが、各手段をＤＴＭＦ送信手段とＤＴＭＦ受信手段に変更し、ＤＴＭＦ信号により情
報の送受信を行ってもよい。
【００６２】
なお、本実施の形態では、電子レンジ、オーブン等の調理機器に関して述べたが、炊飯器
等のその他の調理機器や冷暖房用の空調機器や洗濯機や掃除機などの機器やテレビの画質
調整等の機器によって制御内容の異なる制御機器ならば、どのような制御機器でもよい。
【００６３】
なお、本実施の形態では、情報を受信する装置はモデム等によりネットワークに接続され
た機器で説明したが、放送等のメディアを用いてルール形式の情報を送信し、チューナー
を用いてそのルール形式の情報を受信してもよい。
【００６４】
なお、本実施の形態では、食材に応じて変更するルールの送受信に関して述べたが、時間
や季節に応じて調理内容を変更するルールの送受信を用いてもよい。
【００６５】
なお、本実施の形態では、データを送受信する機器において電話回線に接続されたモデム
に関して述べたが、インターネット等の専用回線やＬＡＮによる回線を用いてもよい。
（実施の形態６）
まず、本実施の形態の概要を述べる。
【００６６】
従来、多数利用されている制御機器の使用状況等の情報を遠隔地にあるサーバで集中的に
管理することを目的としたシステムが開発されている。
【００６７】
例えば、上記コンビニエンスストアやファミリーレストランに設置されている業務用電子
レンジの使用回数の情報をネットワークを介して自動的にサーバに連絡するシステムがあ
る。これにより、各機器の使用状況をサーバで集中管理する事が出来る。これらのシステ
ムでは、予め上記業務用電子レンジに、毎日または、利用される度に、使用回数をサーバ
に連絡するルールがプログラミングされており、そのルールに応じてサーバに情報を伝達
する仕組みとなっている。しかし、このルールは、業務用電子レンジのＲＯＭ等の書き込
み不可能な部分に記憶されているため、一度決定したルールを更新することが出来ない。
又、設置場所を変更した際に、そのルールを変更するためには、ＲＯＭ等を交換しなけれ
ばならない。
【００６８】
そこで、本実施の形態では、ルールをネットワークを介して通信するものであり、各制御
対象機器が利用される状況に応じて、ルールを更新したり、変更したり出来る場合につい
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て述べる。これにより、各制御対象機器が利用される状況を考慮したルールを設定するこ
とが出来る。このような制御対象機器としては、例えば、上述したコンビニストアやファ
ミリーレストランに設置されている複写機を対象としてもよい。
【００６９】
次に、本実施の形態について具体的に述べる。即ち、図２４は、本発明にかかる一実施の
形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図を用いて、本実施の形態について説
明する。
【００７０】
図２４において、２４０１はルールを生成するルール生成手段、２４０２はルール生成手
段２４０１で生成されたルールをデータに変換して送信するデータ送信手段である。これ
らにより送信装置２４５１が構成されている。又、２４０３はデータ送信手段２４０２で
送信されたデータを受信するデータ受信手段、２４０４はデータ受信手段２４０３で受信
したデータをルールに変換するルール変換手段、２４０５はルール変換手段２４０４で変
換されたルールを記憶するルール記憶手段、２４０６は機器を制御する制御手段、２４０
７は制御手段２４０６で制御された内容を記憶する制御内容記憶手段、２４０８はルール
記憶手段２４０５で記憶されているルールと制御内容記憶手段２４０７で記憶されている
制御内容に応じてルールを実行するルール実行手段である。これらにより受信装置２４５
２が構成されている。
【００７１】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図２５に示す。図２５
は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じであり、図２４で示したシス
テム構成部分として説明した、ルール記憶手段２４０５、制御手段２４０６、制御内容記
憶手段２４０７を備えている。図２５の構成のうち、図２４のシステム構成と同じ部分に
関しては、同一番号を付与し説明を省略する。図２５において、２５０１は処理のプログ
ラムやデータを実行時に記憶する主記憶装置、２５０２はプログラムやデータを蓄積して
おく外部記憶装置、２５０３は外部記憶装置２５０２に記憶されているプログラムを主記
憶装置２５０１に転送し実行するＣＰＵ、２５０４は外部のネットワークと接続すること
ができるモデム、２５０５は制御手段２４０６により機器を制御する制御装置である。
【００７２】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図２６のフローチャートに沿って説明す
ると共に、本発明のルール通信方法の一実施の形態についても併せて述べる。
（ステップＦ１）
ルール生成手段２４０１において、送信者側でルールを作成する。例えば、制御内容を監
視するためのルールとして、図２７に示すルールを作成したとする。図２７のルールは、
制御機器の利用回数が１００回を越えた場合に、制御機器側からデータ送信側にネットワ
ークを介して知らせることを示すルールである。
（ステップＦ２）
データ送信手段２４０２において、ルール生成手段２４０１で作成されたルールを受信側
で解釈できる形式に編集しなおし送信する。
（ステップＦ３）
データ受信手段２４０３において、（ステップＦ２）で送信された内容をデータ受信側に
おいて受信する。
（ステップＦ４）
ルール変換手段２４０４において、（ステップＦ３）で受信した内容をルールに変換する
。ここでは、送信側のルール生成手段２４０１において生成された図２７のルールに変換
される。
（ステップＦ５）
（ステップＦ４）で変換されたルールから１つのルールを選択し、ルール記憶手段２４０
５に入力し記憶させる。
（ステップＦ６）
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記憶させるルールが最後のルールでない場合には、（ステップＦ５）に戻る。それ以外は
、次のステップへすすむ。
（ステップＦ７）
制御手段２４０６で制御された内容が制御内容記憶手段２４０７に記憶される。例えば、
制御機器が利用されている回数が制御内容記憶手段で記憶されていて、制御機器が利用さ
れる度に、その利用回数が更新されるとする。
（ステップＦ８）
ルール記憶手段２４０５と制御内容記憶手段２４０７の内容を照合し、ルール記憶手段２
４０５で適合するルールが存在した場合には、ルールを実行する。適合するルールがない
場合には、（ステップＦ７）へ戻る。本例では、図２７のルールがルール記憶手段で記憶
されているため、制御内容記憶手段２４０７で記憶されている機器の利用回数が１００回
を越えた場合に、制御機器側からデータ送信側にネットワークを介して知らせる。
【００７３】
制御機器の出荷時に、予め利用回数が２００回を越えた場合に、制御機器側からデータ送
信側に知らせるように設定された制御機器でも、図２７のルールを送信することにより、
利用回数が１００回でデータ送信側に知らせるように適宜変更することが出来る。又、各
設置場所に応じて、利用回数の設定を異ならせることも同様に行える。
【００７４】
以上のアルゴリズムを動作させた結果、制御機器が設置されている場所に行かなくても、
遠隔地において制御機器の利用内容を監視することができる。特に、制御機器に関する故
障通報等に有効である。
【００７５】
なお、本実施の形態では、データ送信手段とデータ受信手段を用いてデータの送受信を行
ったが、各手段をＤＴＭＦ送信手段とＤＴＭＦ受信手段に変更し、ＤＴＭＦ信号により情
報の送受信を行ってもよい。
【００７６】
また、本実施の形態では、制御機器の利用回数に関して述べたが、さらに異常箇所や故障
部分に関する情報を用いてもよい。
【００７７】
また、本実施の形態では、情報を受信する装置はモデム等によりネットワークに接続され
た機器で説明したが、放送等のメディアを用いてルール形式の情報を送信し、チューナー
を用いてそのルール形式の情報を受信してもよい。
【００７８】
また、本実施の形態では、データを送受信する機器において電話回線に接続されたモデム
に関して述べたが、インターネット等の専用回線やＬＡＮによる回線を用いてもよい。
【００７９】
尚、本実施の形態での制御機器は、コンビニエンスストアやファミリーレストランで利用
される業務用電子レンジ等の調理機器でもよい。これらの業務用電子レンジは、使用頻度
が高いため、各機器の使用回数に応じたメインテナンスが必要である。しかし、各店によ
って電子レンジの使用頻度が異なる。そこで、各店の電子レンジの使用回数を、ある設定
回数を越えた場合には、サーバ側に各店から通知させるというルールを、各店にネットワ
ークを介して送る。このようにすれば、各店に応じて電子レンジのメインテナンスを行わ
なければならない時期を、サーバ側で管理することが出来る。ここでのルールは、各店に
応じて、設定回数を変えることも可能であり、その場合には、各店側にとって、送信され
てきた複数のルールの内、自らの店用の設定値が、どれであるかを区別出来る様にするた
めの識別子（例えば、ＩＦ文）が記されている。
（実施の形態７）
図２８は、本発明にかかる一実施の形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図
を用いて、本実施の形態について説明する。
【００８０】
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図２８において、２８０１はルールを生成するルール生成手段、２８０２はルール生成手
段２８０１で生成されたルールをデータを変換して送信するデータ送信手段である。これ
らにより送信装置２８５１が構成されている。又、２８０３はデータ送信手段２８０２で
送信されたデータを受信するデータ受信手段、２８０４はデータ受信手段２８０３で受信
したデータをルールに変換するルール変換手段、２８０５はルール変換手段２８０４で変
換されたルールを記憶するルール記憶手段、２８０７はデータを記憶するデータ記憶手段
、２８０６はルール記憶手段２８０５で記憶されているルールに基づいてデータ記憶手段
２８０７にデータを書き込むデータ書き込み手段、２８０８はデータ書き込み手段で実行
されたデータ書き込み内容を記憶するデータ書き込み内容記憶手段、２８０９はデータ書
き込み内容記憶手段２８０８で記憶されている内容に応じて制御動作を実行する制御動作
実行手段である。これらにより受信装置２８５２が構成されている。
【００８１】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図２９に示す。図２９
は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じであり、図２８で示したシス
テム構成部分として説明した、ルール記憶手段２８０５、データ書き込み手段２８０６、
データ書き込み内容記憶手段２８０８を備えている。図２９の構成のうち、図２８のシス
テム構成と同じ部分に関しては、同一番号を付与し説明を省略する。図２９において、２
９０１は処理のプログラムやデータを実行時に記憶する主記憶装置、２９０２はプログラ
ムやデータを蓄積しておく外部記憶装置、２９０３は外部記憶装置２９０２に記憶されて
いるプログラムを主記憶装置２９０１に転送し実行するＣＰＵ、２９０４は外部のネット
ワークと接続することができるモデム、２９０５はデータ書き込み手段２８０６によりデ
ータを書き込みを制御する制御装置である。以上のように構成されたルール通信装置の動
作を図３０のフローチャートに沿って説明する。
【００８２】
（ステップＧ１）から（ステップＧ６）までは、（ステップＣ１）から（ステップＣ６）
と同様の処理であるため、ここでは説明を省略する。
（ステップＧ７）
機器制御用のＩＣカードが挿入された場合に、ルール記憶手段で記憶されているルールに
基づいて、データを書き込む。例えば、機器制御用のＩＣカードとしてＴＹＰＥ１のカー
ドが挿入された場合には、図１４の１番目のルールに基づいて、データが書き込まれる。
このとき、ＴＹＰＥ１のカードに関しては、データを書き込んだことをデータ書き込み内
容記憶手段２８０８において記憶させる。
（ステップＧ８）
ルール記憶手段２８０５で記憶されているルールに関して、全て実行したのちに、データ
書き込み内容記憶手段の内容をチェックし、全ての内容に関してデータ書き込みが完了し
ていない場合には、制御動作実行手段において、次の様な制御動作を実行する。例えば、
ディスプレイを設け、書き込みがされていない記憶媒体がある場合には、ユーザにチェッ
クを促すという制御動作である（図３１参照）。また、データが書き込まれていないこと
を、データ送信者側に知らせる。さらに、データ書き込み中にＩＣカードを取り出される
等により、データ書き込みに失敗した場合、失敗した内容をユーザに知らせる。
【００８３】
以上のアルゴリズムを動作させた結果、ＩＣカード等の外部記憶媒体を用いて機器を制御
する場合に、カードのタイプに応じてデータの書き込み内容を記述することができるため
、ＩＣカード等の外部記憶媒体で機器を制御しなければいけないユーザでも、カードのタ
イプを意識することなく本装置が自動判別してデータを書き込ませることができる。さら
に、書き込み漏れが生じないように、チェックを促すことができる。
【００８４】
なお、本実施の形態では、データ送信手段とデータ受信手段を用いてデータの送受信を行
ったが、各手段をＤＴＭＦ送信手段とＤＴＭＦ受信手段に変更し、ＤＴＭＦ信号により情
報の送受信を行ってもよい。
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【００８５】
なお、本実施の形態では、情報を受信する装置はモデム等によりネットワークに接続され
た機器で説明したが、放送等のメディアを用いてルール形式の情報を送信し、チューナー
を用いてそのルール形式の情報を受信してもよい。
【００８６】
なお、本実施の形態では、ＩＣカードのタイプに応じて処理内容を変更するルールの送受
信に関して述べたが、時間や季節に応じて処理内容を変更するルールの送受信を用いても
よい。
【００８７】
なお、本実施の形態では、データを送受信する機器において電話回線に接続されたモデム
に関して述べたが、インターネット等の専用回線やＬＡＮによる回線を用いてもよい。
（実施の形態８）
図３２は、本発明にかかる一実施の形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図
を用いて、本実施の形態について説明する。
【００８８】
まず、本実施の形態の概要を述べる。
【００８９】
上記実施の形態でも述べたように、送信側から受信側に対して新たな制御情報を通信する
ことにより、受信側に既に備えている各制御機器の制御情報を変更させることができる。
即ち、実施の形態１や実施の形態５でも述べた様に、例えば、コンビニエンスストアやフ
ァミリーレストランにおいて、電子レンジの制御情報をサーバから各店の端末へ送信し、
それを更に更新することが出来る。そのため、各店の電子レンジに接続するプロトコルが
わかれば、サーバ以外の第３者でも各店の制御情報を不正に変更することが出来てしまう
。そこで、サーバから各店に対して、接続の都度、次回の接続において使用する予定の新
たなパスワードを予め送信しておく。即ち、このパスワードは、サーバが各店に対して、
制御情報の更新等を行うために使用するものである。これにより、各店の端末は、既に送
られてきている新たなパスワードが送信されてない場合には、そのパスワードを添えて接
続要求をしている送信側が、サーバ以外の不正な第３者であると判断し、その接続要求を
拒否することにより、制御情報の不正な変更を防止することが出来る。
【００９０】
次に、図３２を参照しながら本実施の形態の構成について述べる。
【００９１】
図３２において、３２０１は次回のパスワードを入力する次回パスワード入力手段、３２
０２は次回パスワード入力手段３２０１で入力されたパスワードをデータに変換して送信
するデータ送信手段である。これらにより送信装置３２５１が構成されている。又、３２
０３はデータ送信手段３２０２で送信されたデータを受信するデータ受信手段、３２０４
はデータ受信手段３２０３で受信したパスワードを解釈する次回パスワード解釈手段、３
２０５は次回パスワード解釈手段３２０４で解釈された次回パスワードを記憶する次回パ
スワード記憶手段である。これらにより受信装置３２５２が構成されている。又、パスワ
ード判定手段３２０６は、データ送信装置から接続要求があった際、そのデータ送信装置
から予め送られてきているパスワードの更新予定情報に基づいて、接続要求に付されてい
るパスワードの正否を判定し、その判定結果に応じて、その接続を許可する手段である。
【００９２】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図３３に示す。図３３
は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じであり、図３２で示したシス
テム構成部分として説明した、次回パスワード記憶手段３２０５を備えている。図３３の
構成のうち、図３２のシステム構成と同じ部分に関しては、同一番号を付与し説明を省略
する。図３３において、３３０１は処理のプログラムやデータを実行時に記憶する主記憶
装置、３３０２はプログラムやデータを蓄積しておく外部記憶装置、３３０３は外部記憶
装置３３０２に記憶されているプログラムを主記憶装置３３０１に転送し実行するＣＰＵ
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、３３０４は外部のネットワークと接続することができるモデム、３３０５は制御手段３
３０６により機器を制御する制御装置である。
【００９３】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図３４のフローチャートに沿って説明す
ると共に、本発明のルール通信方法の一実施の形態についても併せて述べる。
（ステップＨ１）
次回パスワード生成手段３２０１において、送信者側で次回パスワードをルールの形で編
集する。例えば、時間によって変更されるようにルールの形で次回接続するときのパスワ
ードを図３５に示すように設定する。
（ステップＨ２）
データ送信手段３２０２において、次回パスワード入力手段３２０１で作成されたルール
を受信側で解釈できる形式に編集しなおし送信する。
（ステップＨ３）
データ受信手段３２０３において、（ステップＨ２）で送信された内容をデータ受信側に
おいて受信する。
（ステップＨ４）
次回パスワード解釈手段３２０４において、（ステップＨ３）で受信した内容をルールに
変換する。ここでは、送信側の次回パスワード入力手段３２０１において生成された図３
５のルールに変換される。
（ステップＨ５）
（ステップＨ４）で変換されたルールを、次回パスワード記憶手段３２０５に入力し記憶
させる。
【００９４】
例えば、次回、制御情報を更新するために送信側から時刻９：００に接続要求があったと
する。このとき、図３５のルールが各端末に記憶されているため、サーバがパスワードと
して”ｐｐｑｑ”を送信してきた場合には、制御情報を更新するために本来のサーバが接
続要求していると判断し、端末は、接続を許可する。
【００９５】
具体的には、図３２に示すように、パスワード判定手段３２０６が、データ受信手段３２
０３から受信情報を得て、次回パスワード記憶手段３２０５に記憶されている新たなパス
ワードと比較し、サーバがパスワードとして”ｐｐｑｑ”を送信してきたと判定した場合
には、データ送信手段３２０２に対して、接続の許可を出す。
【００９６】
一方、端末に対して接続要求があった際に、”ｐｐｑｑ”というパスワードが送信されて
こない場合には、パスワード判定手段３２０６により、その要求は、本来のサーバ以外の
第３者による接続要求であると判断し、その接続を拒否する。これにより、制御情報の不
正な変更が防止出来る。サーバが各端末に接続する度に、次回使用する予定のパスワード
を送信しておくことにより、パスワードを動的に変更することが出来、第３者が一度、そ
のパスワードを知ったとしても、次回以降は、接続することが出来ないので、制御情報の
セキュリティを確保出来る。
【００９７】
以上のアルゴリズムを動作させた結果、データを送信する度にパスワードを動的に変更す
ることができ、高いセキュリティを簡単にルールによって実現することができる。
【００９８】
（実施の形態９）
図３６は、本発明にかかる実施の一形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図
を用いて、本実施の形態について説明する。
【００９９】
図３６において、３６０１はルールを生成するルール生成手段、３６０２はルール生成手
段３６０１で生成されたルールをデータに変換して送信するデータ送信手段である。これ
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らにより送信装置３６５１が構成されている。尚、これらのルールは、ＩＦ・ＴＨＥＮ形
式で記述されているものとする。又、３６０３はデータ送信手段３６０２で送信されたデ
ータを受信するデータ受信手段、３６０４はデータ受信手段３６０３で受信したデータを
ルールに変換するルール変換手段、３６０５はルール変換手段３６０４で変換されたルー
ルを記憶するルール記憶手段、３６０６はルール記憶手段３６０５で記憶されているルー
ルの前件部に基づいて、対応する制御対象装置の記憶媒体（図示省略）に対して、そのル
ールの後件部のデータの書き込みを制御し、実行する書き込み制御手段である。これらに
より受信装置３６５２が構成されている。尚、ここで、図３９に示すように、前件部とは
、ルールの内、ＩＦ文で記述された条件情報部分３９０１であり、後件部とは、そのルー
ルの内、ＴＨＥＮ以降に記述された制御情報部分３９０２である。又、本発明のルール選
定手段は、書き込み制御手段に対応する。
【０１００】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図３７に示す。図３７
は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じである。図３７において、３
７０１は処理のプログラムやデータを実行時に記憶する主記憶装置、３７０２はプログラ
ムやデータを蓄積しておく外部記憶装置、３７０３は外部記憶装置に記憶されているプロ
グラムを主記憶装置に転送し実行するＣＰＵ、３７０４は外部のネットワークと接続する
ことができるモデム、３７０５は外部へのデータ書き込みを実行するＲＳ２３２Ｃ等の外
部インタフェース、３７０６ａ、３７０６ｂは記憶媒体を有するＭＷタイプの電子レンジ
である。又、３７０６ｃは、記憶媒体を有するＳＣタイプの電子レンジである。
【０１０１】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図３８のフローチャートに沿って説明す
る。尚、本実施の形態においても、上記実施の形態１の冒頭に説明した様に、新たな冷凍
食品が開発された場合や、従来の調理方法が変更された場合、その新たな調理方法の情報
等が、サーバから各コンビニエンスストアやファミリーレストランに送信される場面を一
例として述べる。
（ステップＪ１）
ルール生成手段３６０１において、送信者側でルールを編集する。
【０１０２】
例えば、電子レンジの調理シーケンスの書き込み内容を電子レンジの機種によって制御す
るルールとして、図３９に示すルールを作成・編集したとする。このルールは、「もし、
機種がＭＷであれば、はじめに８００Ｗで１０秒、次に３００Ｗで３０秒加熱する。もし
、機種がＳＣであれば、はじめに８００Ｗで１０秒、次に３００Ｗでスチーム機能を使い
ながら４０秒加熱する」を表現したルールである。ＳＣの機種は、スチーム機能がついて
いるため、スチーム機能が付いていないＭＷとは、調理シーケンスが異なる。
（ステップＪ２）
データ送信手段３６０２において、ルール生成手段３６０１で作成されたルールを送信す
る。
【０１０３】
例えば、モデムを通して電話回線により受信装置に送信する。
（ステップＪ３）
データ受信手段３６０３において、データ送信手段から送信されたルールを受信する。
（ステップＪ４）
データ受信手段３６０３で受信されたルールをルール記憶手段３６０５に蓄積する。
（ステップＪ５）
ルール記憶手段３６０５で記憶されているルールから、まだ選択されていないルールを一
つ選択する。
（ステップＪ６）
ステップＪ５において選択されたルールの前件部（図３９中では、３９０１を付した部分
）が、受信装置３６５２に接続されている複数の電子レンジの各機種に適合するか否かを
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チェックする。電子レンジの機種と、ステップＪ５で選択されたルールの前件部が適合し
た場合には、データ書き込みのための接続先として特定すべき電子レンジの機種と、その
ルールの後件部（図３９中では、３９０２を付した部分）の記載内容との対応付けを行う
。尚、前件部が適合しなかった場合には、（ステップＪ５）へ戻る。
【０１０４】
次に、まだ選択されていないルールが、ルール記憶手段３６０５に記憶されている場合に
は、ステップＪ５へ戻る。
【０１０５】
そして、ステップＪ５で、既に全てのルールの選択が完了している場合には、本ステップ
で作成された、上記対応付けの情報を保持して、ステップＪ７へ進む。
（ステップＪ７）
ステップＪ６で作成された上記対応付けの情報を用いて、上記各接続先の電子レンジに対
して、対応する後件部のデータの書き込み処理を実行する。この場合、書き込み先は、各
電子レンジの記憶媒体である。
【０１０６】
例えば、図３７に示す様に、制御対象装置として、ＭＷという機種の電子レンジ３７０６
ａ、３７０６ｂと、ＳＣという機種の電子レンジ３７０６ｃとが受信装置３６５２に接続
されていたとする。このとき、ステップＪ６において、電子レンジ３７０６ａ、３７０６
ｂの機種と、「Ｔｈｅｎ　１ｓｔ　８００Ｗ　１０ｓｅｃ，　２ｎｄ　３００Ｗ　３０ｓ
ｅｃ」という内容（図３９の後件部３９０２）との対応付けがなされ、又、電子レンジ３
７０６ｃの機種と、「Ｔｈｅｎ　１ｓｔ　８００Ｗ　１０ｓｅｃ，　２ｎｄ　３００Ｗ　
４０ｓｅｃ　ｗｉｔｈ　Ｓｔｅａｍ」という内容との対応付けがなされる。よって、上記
各電子レンジ３７０６ａ、３７０６ｂの２機種と、電子レンジ３７０６ｃの１機種に対し
て調理シーケンスが書き込まれる。尚、この書き込み動作は、書き込み制御手段３６０６
により実行される。又、電子レンジ３７０６ａと３７０６ｂは、タイプはいずれもＭＷで
あるが、制御対象装置としては別の装置であるので、それぞれ個別に特定可能な様に装置
毎に識別番号などが付されている。
【０１０７】
これにより、各店舗に設けられた制御対象の機種に応じて制御内容（調理シーケンス）が
異なる場合でも、各機種に応じた調理シーケンスを全ての電子レンジの機種の種類だけ用
意し、全店舗に対して、それら全ての種類の調理シーケンスをまとめて一度に送信するこ
とができる。よって、各店舗では、電子レンジの各機種に対応した最適な調理シーケンス
のみを抽出し、これを用いて調理を実現できる。
【０１０８】
なお、本実施例では、モデムを介したデータの通信を用いたが、データの通信手段は、放
送を用いてもよい。例えば、冷凍食品のＣＭ番組と同時に、調理シーケンス情報を放送し
、受信機を介して調理シーケンスを接続されている電子レンジの記憶媒体に書き込んでも
よい。
【０１０９】
尚、本実施の形態では、制御対象装置の記憶媒体が、内蔵タイプの場合について述べたが
、これに限らず例えば、制御対象装置に挿入・取り出し可能なカードメモリタイプでもよ
い。カードメモリタイプの場合、実施の形態３で述べた様に、書き込み制御手段３６０３
が、制御対象装置との対応関係を示す識別情報が付されたＩＣカードに対して、上記制御
情報を書き込む。
（実施の形態１０）
図４０は、本発明にかかる実施の一形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図
を用いて、本実施の形態について説明する。
【０１１０】
図４０において、４００１はルールを生成するルール生成手段、４００２はルール生成手
段４００１で生成されたルールをデータに変換して送信するデータ送信手段である。これ

10

20

30

40

50

(19) JP 3545256 B2 2004.7.21



らにより送信装置４０５１が構成されている。又、４００３はデータ送信手段４００２で
送信されたデータを受信するデータ受信手段、４００４はデータ受信手段４００３で受信
したデータをルールに変換するルール変換手段、４００５はルール変換手段４００４で変
換されたルールを記憶するルール記憶手段、４００６はルール記憶手段４００５で記憶さ
れているルールに基づいてデータの書き込みを制御する書き込み制御手段、４００７は書
き込み制御手段の結果を表示する表示手段である。これらにより、受信装置４０５２が構
成されている。　以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図４
１に示す。図４１は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じである。図
４１において、４１０１は処理のプログラムやデータを実行時に記憶する主記憶装置、４
１０２はプログラムやデータを蓄積しておく外部記憶装置、４１０３は外部記憶装置に記
憶されているプログラムを主記憶装置に転送し実行するＣＰＵ、４１０４は外部のネット
ワークと接続することができるモデム、４１０５は外部へのデータ書き込みを実行するＲ
Ｓ２３２Ｃ等の外部インタフェース、４１０６ａ～４１０６ｃは記憶媒体を有する電子レ
ンジ、４１０７は書き込み制御の結果を表示する表示装置である。
【０１１１】
尚、本実施の形態と上記実施の形態９との主な相違点は、表示手段４００７を備えた点と
、後述する書き込み制御手段のステップＫ５などに関連する制御動作であり、それ以外の
構成は基本的に同じである。
【０１１２】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図４２のフローチャートに沿って説明す
る。
（ステップＫ１）
ルール生成手段４００１において、送信者側でルールを編集する。例えば、電子レンジの
調理シーケンスの書き込み内容を電子レンジの機種によって制御するルールとして、図３
９に示すルールを作成・編集したとする。
（ステップＫ２）
データ送信手段４００３において、ルール生成手段４００１で作成されたルールを送信す
る。例えば、モデムを通して電話回線により受信装置に送信する。
（ステップＫ３）
データ受信手段において、データ送信手段から送信されたルールを受信する。
（ステップＫ４）
データ受信手段で受信されたルールをルール記憶部に蓄積する。
（ステップＫ５）
データ受信装置に接続されている制御対象の一つを選択する。
（ステップＫ６）
ステップＫ５で選択された制御対象装置（例えば、電子レンジ４１０６ａ）の機種名（例
えば、電子レンジ４１０６ａの場合、機種名ＭＷ）が、ルール蓄積手段で蓄積されている
ルールの前件部３９０１の記載内容に対して適合するか否かをチェックする。前件部が適
合した場合には、（ステップＫ７）にすすむ。適合しなかった場合には、（ステップＫ８
）へすすむ。
（ステップＫ７）
ステップＫ６において、適合していると判定されたルールの後件部３９０２に記述されて
いる調理方法のデータを、対応する電子レンジ４１０６ａの記憶媒体に書き込む動作を実
行し、（ステップＫ５）へ戻る。
（ステップＫ８）
ステップＫ５において選択された制御対象装置が、ルール記憶手段４００５に蓄積されて
いるどのルールにも適合しなかったことを、表示手段４００７を用いて表示する。この表
示動作は、書き込み制御手段４００６からの指令により実行される。
【０１１３】
ここでは、図３９に示すルールに対応する電子レンジの機種は、ＭＷと、ＳＣであるのに
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対して、図４１に示す電子レンジの機種がＭＷ、ＳＣ、及びＭＳの３機種である。
【０１１４】
この場合、ステップＫ６において、電子レンジ４１０６ｃが、どのルールにも適合しない
機種であると判定されて、ステップＫ８にて、例えば、図４３に示すように表示される。
また、受信装置から送信装置へモデムと公衆回線を介して、適合するルールがなかったこ
とを知らせるメッセージを送信してもよい。
【０１１５】
これにより、上記実施の形態９と同様に、制御対象の機種に応じて制御（調理シーケンス
）が異なる場合でも、一回の送信で複数機種の制御内容を送信することができる。更に本
実施の形態では、送信されてきたルールにより、メニュー内容が更新されなかった電子レ
ンジが存在した場合に、その旨をその店舗の従業員、あるいは、送信側のサーバに知らせ
ることが可能になる。
【０１１６】
なお、（ステップＫ８）において、表示装置がなかった場合でも、上記内容を音声や、Ｌ
ＥＤの表示により知らせる構成としてもよい。さらに、メニューが更新されたときには、
その旨を示す表示をしてもよい。
（実施の形態１１）
図４４は、本発明にかかる実施の一形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図
を用いて、本実施の形態について説明する。
【０１１７】
図４４において、４４０１はルールを生成するルール生成手段、４４０２はルール生成手
段４４０１で生成されたルールをデータに変換して送信するデータ送信手段である。これ
らにより送信装置４４５１が構成されている。又、４４０３はデータ送信手段４４０２で
送信されたデータを受信するデータ受信手段、４４０４はデータ受信手段４４０３で受信
したデータをルールに変換するルール変換手段、４４０５はルール変換手段４４０４で変
換されたルールを記憶するルール記憶手段、４４０６は、ルール記憶手段４４０５に記憶
されたルールから日時情報を検出する日時検出手段、４４０７はルール記憶手段４４０５
で記憶されているルールと、日時検出手段４４０６により検出された日時情報とに基づい
て、データの書き込みを制御する書き込み制御手段である。これらにより受信装置４４５
２が構成されている。
【０１１８】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図４５に示す。図４５
は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じである。図４５において、４
５０１は処理のプログラムやデータを実行時に記憶する主記憶装置、４５０２はプログラ
ムやデータを蓄積しておく外部記憶装置、４５０３は外部記憶装置に記憶されているプロ
グラムを主記憶装置に転送し実行するＣＰＵ、４５０４は外部のネットワークと接続する
ことができるモデム、４５０５は外部へのデータ書き込みを実行するＲＳ２３２Ｃ等の外
部インタフェース、４５０６ａ～４５０６ｃは記憶媒体を有する電子レンジである。
【０１１９】
尚、本実施の形態と上記実施の形態９との主な相違点は、日時検出手段４４０６を備え、
書き込み制御手段４４０７によるデータの書き込み制御に際し、その書き込み時期をも考
慮した点であ。従って、それ以外の点は、基本的に実施の形態９と同じである。又、本発
明の書き換え時期情報は、日時情報に対応する。
【０１２０】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図４６のフローチャートに沿って説明す
る。
（ステップＬ１）
ルール生成手段　において、送信者側でルールを編集する。例えば、電子レンジの調理シ
ーケンスの書き込み内容を電子レンジの機種によって制御するルールとして、図４７に示
すルールを作成・編集したとする。図４７に示すルールは、その日時情報４７０１におい
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て、１９９９年４月１日１０時に、各電子レンジに対して、新しい調理シーケンスを書き
込む動作を実行させることを示している。
【０１２１】
これにより、例えば、これまで使用していた食材に対する調理シーケンスを、新たな食材
に対する新たな調理シーケンスに更新する時期を、全店舗一斉に行うことが出来る。すな
わち、この場合、９９年４月１日１０時から、新たな調理シーケンスによる新メニューの
提供が全店一斉に確実に行える。
（ステップＬ２）
データ送信手段において、ルール生成手段で作成されたルールを送信する。例えば、モデ
ムを通して電話回線により受信装置に送信する。
（ステップＬ３）
データ受信手段において、データ送信手段から送信されたルールを受信する。
（ステップＬ４）
データ受信手段で受信されたルールをルール記憶部に蓄積する。
（ステップＬ５）
ルール記憶手段４４０５で記憶されているルールから、まだ選択されていないルールを一
つ選択する。
（ステップＬ６）
現在時刻と、選択されたルールに記載された設定時刻とが、同じであるかを比較する。現
在時刻が設定された時刻より後の場合には、次のステップへすすむ。それ以外は（ステッ
プＬ５）へ戻る。
【０１２２】
即ち、ステップＬ５で、図４７に示したルールが選択されている場合、現在時刻が、１９
９９年４月１日１０時を経過するまでは、ステップＬ５に戻るので、そのルールの書き込
み動作は実行されない。
（ステップＬ７）
上記実施の形態９で述べたステップＪ６と基本的に同じである。
（ステップＬ８）
上記実施の形態９で述べたステップＪ７と基本的に同じである。
【０１２３】
即ち、ステップＬ７で作成された上記対応付けの情報を用いて、上記各接続先の電子レン
ジ４５０６ａ～４５０６ｃに対して、対応する後件部のデータ（図４７参照）の書き込み
処理を実行する。
【０１２４】
これにより、送信側でメニューを書き込む日時を指定することができる。例えば、コンビ
ニエンスストアで、新メニューが発売される時期にあわせて、新たな調理シーケンスを電
子レンジの記憶媒体に書き込むことができる。
（実施の形態１２）
図４８は、本発明にかかる実施の一形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図
を用いて、本実施の形態について説明する。
【０１２５】
図４８において、４８０１はルールを生成するルール生成手段、４８０２はルール生成手
段４８０１で生成されたルールをデータに変換して送信するデータ送信手段である。これ
らにより送信装置４８５１が構成されている。又、４８０３はデータ送信手段４８０２で
送信されたデータを受信するデータ受信手段、４８０４はデータ受信手段４８０３で受信
したデータをルールに変換するルール変換手段、４８０５はルール変換手段４８０４で変
換されたルールを記憶するルール記憶手段、４８０６は制御対象が記憶媒体をアクセスし
ているか否かを検出するアクセス検出手段、４８０７はルール記憶手段４８０５で記憶さ
れているルールとアクセス検出手段４８０６の制御対象のアクセス状況からデータの書き
込みを制御する書き込み制御手段である。これらにより受信装置４８５２が構成される。
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【０１２６】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図４９に示す。図４９
は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じである。図４９において、４
９０１は処理のプログラムやデータを実行時に記憶する主記憶装置、４９０２はプログラ
ムやデータを蓄積しておく外部記憶装置、４９０３は外部記憶装置に記憶されているプロ
グラムを主記憶装置に転送し実行するＣＰＵ、４９０４は外部のネットワークと接続する
ことができるモデム、４９０５は外部へのデータ書き込みを実行するＲＳ２３２Ｃ等の外
部インタフェース、４９０６ａ～４９０６ｃは記憶媒体を有する電子レンジである。
【０１２７】
尚、本実施の形態と上記実施の形態９との主な相違点は、アクセス検出手段４８０６を備
え、書き込み制御手段４８０７による書き込み制御をよりきめ細かくする様にした点であ
る。従って、それ以外の点は、基本的に上記実施の形態９と同じである。
【０１２８】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図５０のフローチャートに沿って説明す
る。
（ステップＭ１）
ルール生成手段において、送信者側でルールを編集する。例えば、電子レンジの調理シー
ケンスの書き込み内容を電子レンジの機種によって制御するルールとして、図３９に示す
ルールを作成・編集したとする。
（ステップＭ２）
データ送信手段において、ルール生成手段で作成されたルールを送信する。例えば、モデ
ムを通して電話回線により受信装置に送信する。
（ステップＭ３）
データ受信手段において、データ送信手段から送信されたルールを受信する。
（ステップＭ４）
データ受信手段で受信されたルールをルール記憶部に蓄積する。
（ステップＭ５）
ルール記憶手段４８０５で記憶されているルールから、まだ選択されていないルールを一
つ選択する。
（ステップＭ６）
上記実施の形態９で述べたステップＪ６と基本的に同じである。
（ステップＭ７）
受信装置がデータを書き込む記憶媒体に対して、制御対象装置がアクセスしていないか否
かをチェックする。制御対象がアクセスしていた場合には、（ステップＭ８）へすすむ。
それ以外は、（ステップＭ９）へすすむ。
（ステップＭ８）
制御機器のアクセスが終わるまで一定時間まつ。
（ステップＭ９）
上記実施の形態９で述べたステップＪ７と基本的に同じである。
【０１２９】
即ち、ステップＭ６で作成された上記対応付けの情報を用いて、上記各接続先の電子レン
ジ４９０６ａ～４９０６ｃに対して、対応する後件部のデータの書き込み処理を実行する
。
【０１３０】
これにより、制御対象が制御対象の記憶媒体にアクセスしているときには、データ書き込
みをしないため、安全・確実に調理シーケンスを書き込むことが可能になる。
（実施の形態１３）
図５１は、本発明にかかる実施の一形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図
を用いて、本実施の形態について説明する。
【０１３１】
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図５１において、５１０１はルールを生成するルール生成手段、５１０２はルール生成手
段５１０１で生成されたルールをデータに変換して送信するデータ送信手段である。これ
らにより送信装置５１５１が構成される。又、５１０３はデータ送信手段５１０２で送信
されたデータを受信するデータ受信手段、５１０４はデータ受信手段５１０３で受信した
データをルールに変換するルール変換手段、５１０５はルール変換手段５１０４で変換さ
れたルールを記憶するルール記憶手段、５１０６は制御対象の制御に影響を与える状況を
観測する状況観測手段、５１０７はルール記憶手段５１０５で記憶されているルールと、
状況観測手段５１０６により観測された状況とから、データの書き込みを制御する書き込
み制御手段である。これらにより受信装置５１５２が構成される。
【０１３２】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図５２に示す。図５２
は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じである。図５２において、５
２０１は処理のプログラムやデータを実行時に記憶する主記憶装置、５２０２はプログラ
ムやデータを蓄積しておく外部記憶装置、５２０３は外部記憶装置に記憶されているプロ
グラムを主記憶装置に転送し実行するＣＰＵ、５２０４は外部のネットワークと接続する
ことができるモデム、５２０５は外部へのデータ書き込みを実行するＲＳ２３２Ｃ等の外
部インタフェース、５２０６ａ～５２０６ｃは記憶媒体を有する電子レンジ、５２０７は
電子レンジに入れる冷凍食材を保管する冷凍庫である
尚、本実施の形態と上記実施の形態９との主な相違点は、上記状況観測手段５１０６とし
て、冷凍庫５２０７の内部温度を観測する温度検出器を設けた点であり、これにより、電
子レンジの調理シーケンスを、冷凍庫の温度状況に応じて、よりきめ細かく修正する点で
ある。従ってそれ以外の点は、上記実施の形態９と基本的に同じである。
【０１３３】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図５３のフローチャートに沿って説明す
る。
（ステップＮ１）
ルール生成手段において、送信者側でルールを編集する。例えば、電子レンジの調理シー
ケンスの書き込み内容を電子レンジの機種によって制御するルールとして、図５４に示す
ルールを作成・編集したとする。このルールは、「もし、機種がＭＷであって、冷凍庫の
温度状態がＨｉｇｈ（温度が高く冷凍物の温度がそれほど低くないため、長く温める必要
がない）であればはじめに８００Ｗで１０秒、次に３００Ｗで３０秒加熱する。」を表現
したルールである。
（ステップＮ２）
データ送信手段において、ルール生成手段で作成されたルールを送信する。例えば、モデ
ムを通して電話回線により受信装置に送信する。
（ステップＮ３）
データ受信手段において、データ送信手段から送信されたルールを受信する。
（ステップＮ４）
データ受信手段で受信されたルールをルール記憶部に蓄積する。
（ステップＮ５）
ルール記憶手段５１４０５で記憶されているルールから、まだ選択されていないルールを
一つ選択する。
（ステップＮ６）
上記実施の形態９で述べたステップＪ６と基本的に同じである。
（ステップＮ７）
前件部が適合したルールに対して、状況観測手段で観測された冷凍庫の状態を基に、それ
に適合するデータ書き込み処理を実行する。ここでのデータ書き込み処理は、冷蔵庫の状
態を加味する以外は、上記実施の形態９で述べたステップＪ７と基本的に同じである。そ
の後、再び、（ステップＮ５）へ戻る。
【０１３４】
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これにより、電子レンジの調理シーケンスを冷凍庫の状態に応じて、ルールの後件部のデ
ータを変更することができる。さらに、冷凍庫への食品の保存のためのドアの開閉によっ
て、内部の温度状態が変化した場合には、その都度、調理シーケンスをより適切な内容に
変更することが可能になる。これにより、冷凍食品の冷凍状態の違いから生じる、食品の
調理失敗による廃棄ロスを削減することができる
なお、冷凍庫の状態だけでなく、外気温度、季節、調理する時間帯、お客さんの好みによ
って、調理シーケンスを変更してもよい。
（実施の形態１４）
図５５は、本発明にかかる実施の一形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図
を用いて、本実施の形態について説明する。
【０１３５】
図５５において、５５０１はルールを生成するルール生成手段、５５０２はルール生成手
段５５０１で生成されたルールをデータに変換して送信するデータ送信手段である。これ
らにより送信装置５５５１が構成される。又、５５０３はデータ送信手段５５０３に対し
てデータの送信を要求する要求送信手段、５５０４はデータ送信手段５５０２で送信され
たデータを受信するデータ受信手段、５５０５はデータ受信手段５５０４で受信したデー
タをルールに変換するルール変換手段、５５０６はルール変換手段５５０５で変換された
ルールを記憶するルール記憶手段、５５０７はルール記憶手段５５０５で記憶されている
ルールに基づいてデータの書き込みを制御する書き込み制御手段である。これらにより、
モバイル型の受信装置５５５２が構成される。又、コンビニエンスストア５５５３に設置
されている電子レンジ５６０６ａ～５６０６ｃは、アダプタ５５０８に接続されている。
書き込み制御手段５５０７は、インタフェース５６０５（図５６参照）を介して、アダプ
タ５５０８と接続可能に構成されている。
【０１３６】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図５６に示す。図５６
は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じである。図５６において、５
６０１は処理のプログラムやデータを実行時に記憶する主記憶装置、５６０２はプログラ
ムやデータを蓄積しておく外部記憶装置、５６０３は外部記憶装置に記憶されているプロ
グラムを主記憶装置に転送し実行するＣＰＵ、５６０４は外部のネットワークと接続する
ことができるモデム、５６０５は外部へのデータ書き込みを実行するＲＳ２３２Ｃ等の外
部インタフェース、５６０６ａ～５６０６ｃは記憶媒体を有する電子レンジである。
【０１３７】
ここで、まず本実施の形態の概要について説明する。
【０１３８】
上記実施の形態の場合、各店舗に受信装置が設置されていた。これに対して、本実施の形
態では、受信装置は、移動可能な構成であり、各店舗には常設されていない。即ち、ここ
では、各店舗を巡回して、そこに設置されている電子レンジに対して、新たな調理シーケ
ンスの書き込みを行うことを主な業務とするスーパーバイザーが、この受信装置を保持し
ている。従って、スーパーバイザーが、インターネットブラウザを使って、ＷＷＷサーバ
にアクセスし、新たな調理シーケンスが登場していないかどうかを閲覧して、随時監視し
ている。そして、新たな調理シーケンスがあった場合、その新たな調理シーケンスのルー
ルをダンウンロードにより取得し、受信装置のルール記憶手段に一旦格納する。その後、
その受信装置を持って、各店舗を巡回し、その店舗に設置されているアダプタ５５０８と
接続して、新たな調理シーケンスの書き込みを実行するというものである。
【０１３９】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図５７のフローチャートに沿って説明す
る。
（ステップＰ１）
ルール生成手段において、送信者側（ＷＷＷサーバ）でルールを編集する。例えば、電子
レンジの調理シーケンスの書き込み内容を電子レンジの機種によって制御するルールとし
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て、図３９に示すルールを作成・編集したとする。
（ステップＰ２）
スーパーバイザーが、インターネットブラウザを使って、新たな調理シーケンスの有無を
敵的に調べる。そして、新たな調理シーケンスが有れば、データ受信側のデータ要求手段
５５０３から、データ送信手段５５０２に対して、データ要求を行う。例えば、インター
ネットのブラウザで表示されるボタンをクリックすることにより、データ要求が実行され
る。あるいは、モデムを通して電話回線によりデータ送信装置に対して送信要求を行う。
（ステップＰ３）
データ送信装置は、データ受信側の送信要求に対して、（ステップＰ１）で作成・編集し
たルールを送信する。
（ステップＰ４）
データ受信手段５５０４において、データ送信手段５５０２から送信されたルールを受信
する。
（ステップＰ５）
データ受信手段５５０４で受信されたルールをルール記憶部５５０６に蓄積する。
（ステップＰ６）
スーパーバイザーの巡回作業者が、モバイル型の受信装置５５５２を携帯して、コンビニ
エンスストアーの各店舗を巡回する。そして、受信装置５５５２と、店舗に設置されてい
る制御対象装置（電子レンジ）とを、アダプター５５０８を介して接続する。
（ステップＰ７）
ルール記憶手段５５０６で記憶されているルールから、まだ選択されていないルールを一
つ選択する。
（ステップＰ８）
上記実施の形態９で述べたステップＪ６と基本的に同じである。
（ステップＰ９）
上記実施の形態９で述べたステップＪ７と基本的に同じである。
【０１４０】
即ち、ステップＰ８で作成された上記対応付けの情報を用いて、上記各接続先の電子レン
ジ５６０６ａ～５６０６ｃに対して、対応する後件部のデータの書き込み処理を実行する
。
【０１４１】
以上の説明から明らかなように、上記実施の形態では、受信装置が、各店舗毎に設置され
ていることが必要である。また、新たな調理シーケンスがどの時点で発表されるかわから
ないため、通常は受信装置の電源を常時入れておく必要がある。
【０１４２】
これに対して、本実施の形態においては、スーパーバイザーが、データ受信装置を保持し
ているので、各店舗には設置の必要がない。又、スーパーバイザーからサーバに対して定
期的にデータ要求を行うことをきっかけに、ルールを受信するため、データ受信装置は、
常時電源を入れ、データ受信待ち状態でいる必要がない。
【０１４３】
なお、データ受信装置は、携帯電話等のメモリ媒体をもつ通信装置であればどのような構
成でもよい。
【０１４４】
また、制御対象と受信装置との間の通信は、無線、有線を問わない。
（実施の形態１５）
図５８は、本発明にかかる実施の一形態のルール通信装置のシステム構成図であり、同図
を用いて、本実施の形態について説明する。
【０１４５】
図５８において、５８０１はルールを生成するルール生成手段、５８０２はルール生成手
段５８０１で生成されたルールをデータに変換して送信するデータ送信手段である。これ
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らにより送信装置５８５１が構成される。又、５８０３はデータ送信手段５８０３に対し
てデータの送信を要求する要求送信手段、５８０４はデータ送信手段５８０２で送信され
たデータを受信するデータ受信手段、５８０５はデータ受信手段５８０４で受信したデー
タをルールに変換するルール変換手段、５８０６はルール変換手段５８０５で変換された
ルールを記憶するルール記憶手段、５８０７はルール記憶手段５８０５で記憶されている
ルールに基づいてデータの書き込みを制御する書き込み制御手段、５８０８は書き込み制
御手段５８０７で実行された書き込みに関する結果を記憶させる書き込み結果記憶手段、
５８０９は書き込み結果記憶手段で蓄積されているデータを送信側へ送るかえす確認情報
送信手段である。これらにより受信装置が構成される。
【０１４６】
以上のように構成されたシステムが実行されるハードウエア構成を図５９に示す。図５９
は、通信を行う汎用の計算機システムの構成と基本的に同じである。
【０１４７】
図５９において、５９０１は処理のプログラムやデータを実行時に記憶する主記憶装置、
５９０２はプログラムやデータを蓄積しておく外部記憶装置、５９０３は外部記憶装置に
記憶されているプログラムを主記憶装置に転送し実行するＣＰＵ、５９０４は外部のネッ
トワークと接続することができるモデム、５９０５は外部へのデータ書き込みを実行する
ＲＳ２３２Ｃ等の外部インタフェース、５９０６ａ～５９０６ｃは記憶媒体を有する電子
レンジである。
【０１４８】
尚、本実施の形態は、上記実施の形態１４で述べた様に、受信装置５８５２はスーパーバ
イザーが保持しており、各店舗５５５３には、アダプター５５０８と各種電子レンジが設
けられている。
【０１４９】
以上のように構成されたルール通信装置の動作を図６０のフローチャートに沿って説明す
る。
（ステップＱ１）
ルール生成手段５８０１において、送信者側でルールを編集する。例えば、電子レンジの
調理シーケンスの書き込み内容を電子レンジの機種によって制御するルールとして、図３
９に示すルールを作成・編集したとする。
（ステップＱ２）
スーパーバイザーは、データ受信装置５８５２内のデータ要求手段５８０３から、データ
送信手段５８０２に対して、データ要求を行う。例えば、モデムを通して電話回線により
データ送信装置に対してデータ要求を行う
（ステップＱ３）
データ受信装置５８５２において、データ送信装置に対して送るべきデータがない場合に
は、（ステップＱ５）へすすむ。ある場合には、次のステップへすすむ。
（ステップＱ４）
スーパーバイザーは、データの更新日時情報や、前回各店舗を巡回した際のデータ更新時
に、制御対象装置の記憶媒体から読み取っていた制御対象装置の使用回数などの履歴デー
タの内容を送信する。
（ステップＱ５）
データ送信装置は、スーパーバイザーからのデータ要求に対して、（ステップＱ１）で作
成・編集したルールを送信する。
（ステップＱ６）
データ受信手段において、データ送信手段から送信されたルールを受信する。
（ステップＱ７）
スーパーバイザーの巡回作業者が、モバイル型の受信装置５５５２を携帯して、コンビニ
エンスストアーの各店舗を巡回する。そして、受信装置５５５２と、店舗に設置されてい
る制御対象装置（電子レンジ）とを、アダプター５５０８を介して接続する。
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（ステップＱ８）
データ受信手段で受信されたルールをルール記憶部に蓄積する。
（ステップＱ９）
ルール記憶手段５８０６で記憶されているルールから、まだ選択されていないルールを一
つ選択する。
（ステップＱ１０）
上記実施の形態９で述べたステップＪ６と基本的に同じである。
（ステップＱ１１）
上記実施の形態９で述べたステップＪ７と基本的に同じである。
【０１５０】
即ち、ステップＱ１０で作成された上記対応付けの情報を用いて、上記各接続先の電子レ
ンジ５９０６ａ～５９０６ｃに対して、対応する後件部のデータの書き込み処理を実行す
る。
（ステップＱ１２）
上記スーパーバイザーの巡回作業者が各店舗においてデータを更新した日時を、データ送
信側へ送るためのデータとして蓄積し、（ステップＱ２）へもどる。
【０１５１】
例えば、（ステップＱ１２）において、コンビニエンスストアーのＡ店においてデータを
書き込んだ日時として「９９年３月１０日１０時３５分」という情報を保存しておく。次
回、そのスーパーバイザーが、データ送信側に対して、送信要求をするときに、これらの
蓄積した日時の情報も送る。これにより、データ送信側において、Ａ店においてデータが
更新されたことを確認でき、さらに、更新された日時も知ることができる。
【０１５２】
なお、送信装置と受信装置の間のデータの送受信をインターネットブラウザを用いて行っ
てもよい。このとき、ルールをＸＭＬフォーマットで表現することにより、インターネッ
トブラウザとの親和性がよくなる。
【０１５３】
尚、上記実施の形態では、データの書き込み先として制御対象装置（電子レンジ）に内蔵
された記憶媒体を用いる場合を説明したが、これに限らず例えば、制御対象装置に対して
着脱自在のカードタイプの記憶媒体を用いても良い。このカードタイプの記憶媒体は、制
御対象装置毎に設けられており、それぞれ対応する制御対象装置を示す識別情報が付され
ていることは言うまでもない。
【０１５４】
ところで、上述してきた各実施の形態に記載の各手段（又はステップ）の全部又は一部の
手段（又はステップ）の機能をコンピュータに実行させるためのプログラムを記録した磁
気記録媒体や光記録媒体などのプログラム記録媒体を製作し、それを利用して上記と同様
の動作の全部又は一部をコンピュータに実行させる様にしても良い。
【０１５５】
尚、上記実施の形態では、データ送信手段とデータ受信手段を用いてデータの送受信を行
う場合を中心に述べたが、これに限らず例えば、それぞれの手段をＤＴＭＦ送信手段とＤ
ＴＭＦ受信手段に変更し、ＤＴＭＦ信号により情報の送受信を行ってもよい。
【０１５６】
なお、本実施の形態では、電子レンジ、オーブン等の調理機器に関して述べたが、炊飯器
等のその他の調理機器や冷暖房用の空調機器や洗濯機や掃除機などの機器やテレビの画質
調整等の機器によって制御内容の異なる制御機器ならば、どのような制御機器でもよい。
【０１５７】
なお、本実施の形態では、食材に応じて変更するルールの送受信に関して述べたが、時間
や季節に応じて調理内容を変更するルールの送受信を用いてもよい。
【０１５８】
又、上記実施の形態では、情報を受信する装置はモデム等によりネットワークに接続され
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た機器である場合を中心に説明したが、これに限らず例えば、放送等のメディアを用いて
ルール形式の情報を送信し、チューナーを用いてそのルール形式の情報を受信してもよい
。
【０１５９】
なお、本実施の形態では、ＩＣカードのタイプに応じて処理内容を変更するルールの送受
信に関して述べたが、時間や季節に応じて処理内容を変更するルールの送受信を用いても
よい。
【０１６０】
又、上記実施の形態では、データを送受信する機器において電話回線に接続されたモデム
に関して述べたが、インターネット等の専用回線やＬＡＮによる回線を用いてもよい。
【０１６１】
又、上記実施の形態では、主にルール通信装置のシステムについて述べたが、これに限ら
ず例えば、データ送信装置又はデータ受信装置の何れか一方を実現する構成でも良い。こ
の場合、データ送信装置としては、例えば、受信側で制御対象となる複数種類の各制御対
象装置毎に対応したそれぞれのルールを生成するルール生成手段と、前記ルール生成手段
で生成されたルールをデータに変換して、その変換されたデータを複数のデータ受信装置
に送信するデータ送信手段とを有するデータ送信装置であって、前記各データ受信装置は
、前記送信手段により送信されてきたデータを受信するデータ受信手段と、前記データ受
信手段で受信したデータをルールに変換するルール変換手段と、前記ルール変換手段で変
換されたルールを記憶するルール記憶手段と、前記ルール記憶手段で記憶されている複数
種類の前記ルールから、対応するルールを選び出し、その選んだルールに基づいて前記制
御対象装置を制御する制御手段とを有する構成である。又、データ受信装置は、例えば、
受信側で制御対象となる複数種類の各制御対象装置毎に対応したそれぞれのルールを生成
するルール生成手段と、前記ルール生成手段で生成されたルールをデータに変換して、そ
の変換されたデータを前記制御対象装置を有する複数の受信端末に送信するデータ送信手
段とを有するデータ送信装置から送信されてきたデータを受信するデータ受信手段と、前
記データ受信手段で受信したデータをルールに変換するルール変換手段と、前記ルール変
換手段で変換されたルールを記憶するルール記憶手段と、前記ルール記憶手段で記憶され
ている複数種類の前記ルールから、所定のルールを選び出し、その選んだルールに基づい
て、前記制御対象装置を制御する制御手段とを備え、前記所定のルールが、前記制御対象
装置に対応して選ばれる構成である。更に、上記データ受信装置は、上記制御対象装置の
所定の利用回数又は異常・故障についての情報を出力する出力手段を有しており、前記ル
ールは、前記情報を出力すべき条件を、前記データ受信装置又は前記制御対象装置に対応
して設定したものであり、前記制御対象装置において前記条件が成立した場合に、前記出
力手段から前記情報が出力される構成でもよい。更にまた、上記データ受信装置は、上記
データ送信装置から接続要求があった際、前記データ送信装置から予め送られてきている
パスワードの更新予定情報に基づいて、前記接続要求に付されているパスワードの正否を
判定し、その判定結果に応じて、前記接続を許可するパスワード判定手段を備えている構
成でもよい。これにより上記と同様の効果を発揮する。
【０１６２】
第１５の本発明のルール通信装置によれば、例えば調理する食材や対象に応じて機器の制
御を変更することができる。さらに、変更する制御内容を遠隔地にいる送信者側で設定す
ることができる。これにより、制御装置がある場所に行かなくても機器の制御内容を対象
に応じて変更することができる。
【０１６３】
第３４の本発明のルール通信装置によれば、例えば調理する食材や対象に応じて機器の制
御を変更することができる。さらに、変更する制御内容を遠隔地にいる送信者側で設定す
ることができる。また、ＤＴＭＦ信号を利用しているため、一般に利用されているプッシ
ュ回線の電話機から機器の制御の内容を変更することができる。これにより、制御装置が
ある場所に行かなくても機器の制御内容を対象に応じて変更することができる。
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【０１６４】
第１８の本発明のルール通信装置によれば、例えばＩＣカード等の外部記憶媒体を用いて
機器を制御する場合に、カードのタイプに応じてデータの書き込み内容を記述することが
できるため、ＩＣカード等の外部記憶媒体で機器を制御しなければいけないユーザでも、
カードのタイプを意識することなく本装置が自動判別してデータを書き込ませることがで
きる。
【０１６５】
第２０の本発明のルール通信装置によれば、例えば調理する食材や対象に応じて機器の制
御を変更することができる。さらに、変更する制御内容を遠隔地にいる送信者側で設定す
ることができる。これにより、制御装置がある場所に行かなくても機器の制御内容を対象
に応じて変更することができる。さらに、複雑な制御動作に関しては、以前に送信した制
御内容を利用することができるため、同じ制御内容を再度送信する必要がないため、デー
タ送受信のコストを削減できる。
【０１６６】
第２２の本発明のルール通信装置によれば、例えば調理する食材や対象に応じて機器の制
御を変更することができる。さらに、変更する制御内容を遠隔地にいる送信者側で設定す
ることができる。これにより、制御装置がある場所に行かなくても機器の制御内容を対象
に応じて変更することができる。さらに、受信側の機器に記憶されているルールの変更部
分のみを送信側で修正することができる。これにより、間違った制御内容を送信した場合
にも、送信側で簡単に修正することができる。
【０１６７】
第２４の本発明のルール通信装置によれば、例えば制御機器が設置されている場所に行か
なくても、遠隔地において制御機器の利用内容を監視することができる。特に、制御機器
に関する故障通報等に有効である。
【０１６８】
第２６の本発明のルール通信装置によれば、例えばＩＣカード等の外部記憶媒体を用いて
機器を制御する場合に、カードのタイプに応じてデータの書き込み内容を記述することが
できるため、ＩＣカード等の外部記憶媒体で機器を制御しなければいけないユーザでも、
カードのタイプを意識することなく本装置が自動判別してデータを書き込ませることがで
きる。さらに、書き込み漏れが生じないように、チェックを促すことができる。
【０１６９】
第２８の本発明のルール通信装置によれば、例えばデータを送信する度にパスワードを動
的に変更することができ、高いセキュリティを簡単にルールによって実現することができ
る。
【０１７０】
このように本発明では、例えば、情報発信側から状況に応じて処理内容を変更するように
、あるいは、処理内容が受信端末側の状況に応じて選択出来る様に、ルール形式で情報を
送信することにより、受信側環境や状況に応じて、処理内容を変更、あるいは、選択でき
るようにして、従来までの情報通信方式を拡張したものである。又、機器の制御情報に関
しては、制御する機器や制御される対象や状況に応じて制御処理の内容を変更することが
出来る。
【０１７１】
【発明の効果】
以上述べたことから明らかなように本発明は、情報受信端末側での受信情報の変更の負担
を軽減することが出来るという長所を有する。
【図面の簡単な説明】
【図１】実施の形態１のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図２】実施の形態１のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図３】実施の形態１のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図４】ルール通信装置で作成された制御ルールを説明する図
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【図５】ルール通信装置で通信されるテキスト形式の内容を示す図
【図６】実施の形態２のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図７】実施の形態２のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図８】実施の形態２のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図９】ルールの内容とＤＴＭＦ信号との対応表を示した図
【図１０】送信されるＤＴＭＦ信号を表した図
【図１１】実施の形態３のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図１２】実施の形態３のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図１３】実施の形態３のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図１４】ＩＣカードに書き込まれる内容を示した図
【図１５】実施の形態４のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図１６】実施の形態４のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図１７】実施の形態４のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図１８】ルールと実行内容を示した図
【図１９】実施の形態５のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図２０】実施の形態５のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図２１】実施の形態５のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図２２】ルールの修正内容を示した図
【図２３】修正されたルールを示した図
【図２４】実施の形態６のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図２５】実施の形態６のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図２６】実施の形態６のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図２７】制御内容に関するルールを示した図
【図２８】実施の形態７のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図２９】実施の形態７のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図３０】実施の形態７のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図３１】本実施の形態のディスプレイ表示例を示した図
【図３２】実施の形態８のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図３３】実施の形態８のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図３４】実施の形態８のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図３５】本実施の形態における、ルールで表現された次回パスワードを示した図
【図３６】実施の形態９のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図３７】実施の形態９のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図３８】実施の形態９のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図３９】本実施の形態のルール通信装置で作成された制御ルールを説明する図
【図４０】実施の形態１０のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図４１】実施の形態１０のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図４２】実施の形態１０のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図４３】本実施の形態のディスプレイ表示例を示した図
【図４４】実施の形態１１のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図４５】実施の形態１１のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図４６】実施の形態１１のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図４７】本実施の形態のルール通信装置で作成された制御ルールを説明する図
【図４８】実施の形態１２のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図４９】実施の形態１２のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図５０】実施の形態１２のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図５１】実施の形態１３のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図５２】実施の形態１３のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図５３】実施の形態１３のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図５４】本実施の形態のルール通信装置で作成された制御ルールを説明する図
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【図５５】実施の形態１４のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図５６】実施の形態１４のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図５７】実施の形態１４のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【図５８】実施の形態１５のルール通信装置のシステム構成を示すブロック図
【図５９】実施の形態１５のルール通信装置のハードウエア構成を示すブロック図
【図６０】実施の形態１５のルール通信装置の動作を説明するフローチャート
【符号の説明】
１０１、６０１、１１０１、１５０１、２４０１、２８０１…ルール生成手段
１５０２…実行内容生成手段
１０２、１１０２、１５０３、１９０２、２４０２、２８０２、３２０２…データ送信手
段
１０３、１１０３、１５０４、１９０３、２４０３、２８０３、３２０３…データ受信手
段
１０４、６０４、１１０４、２４０４、２８０４…ルール変換手段
１０５、６０５、１１０５、１５０６、１９０７、２４０５、２８０５…ルール記憶手段
１０６、６０６、１５０８、２４０６…制御手段
６０２…ＤＴＭＦ送信手段
６０３…ＤＴＭＦ受信手段
１１０６、２８０６…データ書き込み手段
１１０７、２８０７…データ記憶手段
１５０５…ルール・実行内容変換手段
１５０７…実行内容記憶手段
１９０１…ルール編集内容生成手段
１９０４…ルール編集内容変換手段
１９０５…編集内容記憶手段
１９０６…ルール編集手段
２４０７…制御内容記憶手段
２４０８…ルール実行手段
２８０９…制御動作実行手段
２８０８…データ書き込み内容記憶手段
３２０１…次回パスワード入力手段
３２０４…次回パスワード解釈手段
３２０５…次回パスワード記憶手段
２０１、７０１、１２０１、１６０１、２００１、２５０１、２９０１、３３０１…主記
憶装置
２０２、７０２、１２０２、１６０２、２００２、２５０２、２９０２、３３０２…外部
記憶装置
２０３、７０３、１２０３、１６０３、２００３、２５０３、２９０３、３３０３…ＣＰ
Ｕ
２０４、７０４、１２０４、１６０４、２００４、２５０４、２９０４、３３０４…モデ
ム
２０５、７０５、１２０５、１６０５、２５０５、２９０５…制御装置
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】 【 図 １ ３ 】
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【 図 １ ４ 】 【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】 【 図 １ ７ 】
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【 図 １ ８ 】 【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】 【 図 ２ １ 】
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【 図 ２ ２ 】 【 図 ２ ３ 】

【 図 ２ ４ 】 【 図 ２ ５ 】
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【 図 ２ ６ 】 【 図 ２ ７ 】

【 図 ２ ８ 】 【 図 ２ ９ 】
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【 図 ３ ０ 】 【 図 ３ １ 】

【 図 ３ ２ 】 【 図 ３ ３ 】
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【 図 ３ ４ 】

【 図 ３ ５ 】

【 図 ３ ６ 】

【 図 ３ ７ 】 【 図 ３ ８ 】
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【 図 ３ ９ 】 【 図 ４ ０ 】

【 図 ４ １ 】 【 図 ４ ２ 】

(42) JP 3545256 B2 2004.7.21



【 図 ４ ３ 】 【 図 ４ ４ 】

【 図 ４ ５ 】 【 図 ４ ６ 】
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【 図 ４ ７ 】 【 図 ４ ８ 】

【 図 ４ ９ 】 【 図 ５ ０ 】
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【 図 ５ １ 】 【 図 ５ ２ 】

【 図 ５ ３ 】 【 図 ５ ４ 】
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【 図 ５ ５ 】 【 図 ５ ６ 】

【 図 ５ ７ 】 【 図 ５ ８ 】
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【 図 ５ ９ 】 【 図 ６ ０ 】
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